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第 1章 策定の趣旨 

1.1 経営戦略の策定趣旨 

奈良県営水道（以下「県営水道」という。）は、昭和 42年 4月に発足し、これまで

安定した良質の水道用水を県内 24市町村に供給してきました。 

しかし、近年の水道事業を取り巻く環境は、人口増加の時代から人口減少、さらに

節水意識の向上等により水需要の減少へと大きく変化するとともに、昭和時代に急速

に整備してきた水道施設や管路の老朽化、耐震化対策、技術職員の減少などの課題に

直面しています。また、近年の豪雨等の大規模な自然災害への対策も迫られています。 

このような状況を踏まえ、県営水道では、安定的な水道用水供給事業を継続するた

め、平成 31年 3月策定の『新県域水道ビジョン』で示された県営水道と市町村水道

の一体化（以下「県域水道一体化」（※）という。）の実現を目指し、取組の方向性及

び施策を具体的に示した経営戦略を策定するものです。 

（※）県域水道一体化：水道事業が抱える諸課題を解決する手法の一つとして、県及び市町村の広

域連携の目指す姿（上水道の事業統合）。  
1.2 基本理念 

  『新県域水道ビジョン』の示す水道の理想像「持続」「強靱」「安全」に基づき、安

全でおいしい水道水を安価で安定して県民の皆様へ供給することを基本理念とし、県

域水道一体化を目指します。  
1.3 位置付け 

この経営戦略は、「公営企業の経営に当たっての留意事項について」（平成 26年 8

月 29日付総務省通知）における中長期的な経営の基本計画である「経営戦略」及び

「水道事業ビジョンの作成について」（平成 26年 3月 19日付厚生労働省通知）にお

ける『奈良県営水道“ぷらん 2019”』の後継計画としての「水道事業ビジョン」とし

て位置付けます。  
1.4 計画期間 

計画期間は、令和 2年度から令和 6年度までの 5年間とします。 

「経営戦略策定・改定ガイドライン」（平成 31年 3月 29日付総務省通知）におい

て、中長期的な視点から経営基盤の強化等に取り組むことができるように、計画期間

は 10年以上を基本とするとされていますが、本県においては、県営水道と市町村水

道を構成員とする企業団を令和 6年度までに設立し、令和 7年度までの事業開始に向

けた県域水道一体化を進めていることから、県営水道としての経営戦略の計画期間は

令和 6年度までとします。 
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第２章 事業概要 

2.1 沿革 

県営水道は、昭和 41年 12月に当時としては全国的にもまれな広域水道として、厚

生大臣から用水供給事業の認可を得て、昭和 42年 4月に事業を開始しました。 

昭和 45年 4月には吉野川水系の津風呂ダム・大迫ダムを水源とする御所浄水場が

業務を開始し、同年 7月 25日から最も水不足に悩んでいた橿原市と大和高田市へ配

水を開始しました。 

昭和 49年 4月には宇陀川水系の室生ダムを水源とする桜井浄水場が業務を開始し、

昭和 51年には計画市町村全てへの配水が実現しました。平成 25年 3月には吉野川上

流に大滝ダムが完成し、吉野川からの安定的な取水が可能となり、現在は 24市町村

に配水しています。 

 

 

 

2.2 施設の概要 

浄水施設（令和元年度） 

  桜井浄水場 御所浄水場 

水源 室生ダム 
津風呂ダム・大迫ダム 

・大滝ダム 
   

一日最大配水能力 102,000m3/日 338,000m3/日 

一日平均配水量 81,348m3/日 150,018m3/日 

 

 

 

 

県営水道のあゆみ

昭和 42年4月 水道局発足

昭和 45年4月 御所浄水場設置

昭和 45年7月 市町村へ給水開始

昭和 49年4月 桜井浄水場設置

昭和 53年6月 創設事業に係る送水管全線布設完了

昭和 58年4月 導水隧道建設事務所設置

平成 元年4月 送水管理センター設置

平成 元年7月 導水隧道通水開始

平成 15年4月 送水管理センターを廃止し、水道管理センター設置

平成 25年4月 水道管理センターを廃止し、広域水道センター及び水質管理センター設置
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その他施設（令和元年度） 

管理施設 広域水道センター、水質管理センター 

取水施設 下市取水場 

送水施設 

ポンプ場 

郡山ポンプ場（広域水道センター）、新平群ポンプ場、 

天理ポンプ場、高取ポンプ場、橿原ポンプ場、 

御所送水ポンプ棟、三郷送水ポンプ棟 

調整池 

郡山調整池、北部調整池、平群調整池、天理調整池、 

榛原調整池、明日香調整池、西部調整池、南部調整池、 

桜井サージタンク 

管路 送水管路 314km 

受水施設 24市町村 54カ所 

  

2.3 組織図 
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【施設位置図】 
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第３章 水道事業の現状 
3.1 水需給の状況 

県営水道の配水量は、平成 11年度をピークに徐々に減少しましたが、奈良県全体

の将来の水道事業における経営環境の悪化を考慮し、県域水道ファシリティマネジメ

ント（※）の考えにより、県営水道と市町村水道の両施設への二重投資を避け、市町

村水道の水源を県営水道の水源に転換すること（以下「県水転換」という。）を進め

ました。このことにより、平成 28年度から県営水道の配水量は暫時的に増加へ転じ

ています。 

県水転換による県水受水率 100％の市町村は、令和元年度末時点で 13市町村です

が、協議中の市町村を含め、令和 6年度末までには 17市町村にまで広がる予定で

す。 

（※）県域水道ファシリティマネジメント：県営水道と市町村水道を一体と捉え県域全体で水道資

産の最適化を図ること。 

 

    
県水転換の状況（令和 6年度末までに転換予定の市町村）   （令和元年度末時点） 

・転換済【13 市町村】 

大和高田市、橿原市、香芝市、平群町、三郷町、川西町、田原本町、高取町、

明日香村、上牧町、王寺町、広陵町、河合町 

・転換予定【3 市町】 

宇陀市（旧榛原町給水区域）（令和 6年度転換予定） 

安堵町（令和 2年度転換） 

三宅町（令和 3年度転換予定） 

・協議中【1町】 

斑鳩町   
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3.2 料金の推移 

平成 25年度に、それまでの単一料金制度から二段階従量料金制度に変更し値下げ

を行いました。 

この二段階従量料金制度は、基準水量までは 130円／㎥、基準水量を超過した場合

は 90円／㎥とするもので、県水転換を促進するものとなりました。 

これまでの料金の推移は次表のとおりです。 

 

 

 ※H25年度以降は平均供給単価 

  
3.3 施設の状況 

3.3.1 経年化状況 

水道施設は昭和 40年代に建設・設置されたものが多く、経年劣化に伴う老朽化が

進んでいます。 
管路については、50年以上経過する管路が発生しています。特に鋼管においては電

気防食設備の設置等により適正な維持管理を行っており、管路老朽度調査結果からも

良好な状態が確認できています。そこで、法定耐用年数の 40年ではなく県営水道独

自の更新基準年数による更新計画を平成 27年度に策定しました。現時点では更新基

準年数を超えた経年化管路はありませんが、今後、計画的に更新を行っていく必要が

あります。 

設備については、平成 14年度に更新計画を策定し、平成 24年度及び平成 30年度

に計画を改訂しています。補修・故障履歴等の実績及び他事業体の実績などを総合的

に判断し、県営水道独自の更新基準年数により更新を実施していますが、更新基準年

数を超えた経年化率（※）は令和元年度末で 7％となっています。 

コンクリート構造物については、平成 24年度に修繕計画を策定し、これに基づ

き、順次、修繕を行っています。 

（※）経年化率：県営水道独自の更新基準年数を超えた設備の割合のこと。 

 

改定年度
1㎥の料金

(円）

昭和４５ 30

昭和５１ 52

昭和５３ 68

昭和５８ 90

昭和６０ 115

平成  ６ 145

平成２２ 140

二段階
従量料金制

平成２５
基準水量内130

超過水量   90

単一料金制
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3.3.2 耐震化状況 
耐震化については阪神･淡路大震災での被災状況を踏まえ、平成 7年度から計画的

に耐震対策に取り組んでおり、現在稼働中の浄水施設は 100％、配水池は 93.3％の耐

震化率となっています。平成 18年度に土木構造物基幹施設を対象に耐震診断（水道

施設耐震工法指針・解説(1997年度版)に基づく評価）を実施し、平成 19年度に「基

幹施設の耐震化計画」を策定、平成 25年 7月に耐震補強工事を完了しました。  
 

県営水道 

（令和元年度末） 

全国平均 

（平成 30年度末） 

浄水施設耐震化率 ※１ 100％ 30.6％ 

配水池耐震化率 ※２   93.3％ ※４ 56.9％ 

管路耐震化率 ※３ 77.3％ 40.3％ 

 

※１：浄水施設耐震化率：水道施設耐震工法指針・解説(1997年度版)が発行されて以降に設計している

浄水施設の処理能力及び、それ以前の指針で設計している浄水施設（平成 18年度に耐震診断を実施

し耐震性を有すると評価された浄水施設）の処理能力を全浄水施設処理能力で除したもの。 

※２：配水池耐震化率：水道施設耐震工法指針・解説(1997年度版)が発行されて以降に設計している配

水池有効容量及び、それ以前の指針で設計している配水池有効容量（平成 18年度に耐震診断を実施

し耐震性を有すると評価された配水池有効容量）を全配水池有効容量で除したもの。 

※３：管路耐震化率：耐震管及び耐震適合管（埋設箇所が良質地盤である管路）の導水管・送水管延長を

総導水管・送水管延長で除したもの。 

※４：御所浄水場 1系浄水池が非耐震となっているが、休止しているため、稼働中の配水池耐震化率は

100%である。 
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3.3.3 自然災害の状況 
平成 23 年 9 月の台風 12 号を起因とした紀伊半島大水害では、県南部で大規模な

斜面崩壊が多発しました。紀伊半島大水害以降にも、他県では平成 26 年 8 月豪雨、

平成 29 年 7 月九州北部豪雨、更には西日本を中心に甚大な被害をもたらした平成 30 

年 7 月豪雨など、大規模な土砂災害が多発している状況にあります。 

奈良県においては令和元年度に土砂災害特別警戒区域等の指定が完了し、指定され

た土砂災害特別警戒区域等に水道施設が含まれることが判明しました。 

これまでは水道施設への被害はありませんでしたが、近年、土砂災害が頻発してい

ることもあり、早急に体制・対応の強化について検討する必要があります。 

 

 

3.4 水質の状況 

3.4.1 水源の状況 

①室生ダム（桜井浄水場系統） 

水質悪化の原因となるアオコの発生が問題

となっていましたが、近年はアオコ抑制対策

として浅層曝気装置の運転を夏期中心に実施

しているため、発生日数は減少傾向であり発

生が認められない年も増えてきています。 

しかし、近年、夏期においてカビ臭物質の

濃度が高くなる事例が出てきています。 

今後、気候変動による水環境の変化に伴い、カビ臭を産生する藍藻類の爆発的発生など

の恐れがあるため、藍藻類の発生状況やカビ臭物質濃度を注視しつつ水源水質に対応した

浄水処理の強化が必要になります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

また、ダム湖特有の問題としてマンガンやアンモニア態窒素、有機物の濃度が比較

的高い状況です。マンガンやアンモニア態窒素については塩素処理で除去しています

が、塩素処理を行うことで有機物と塩素が反応して生成される消毒副生成物が懸念さ

れます。そのため、有機物を除去する浄水処理を行っています。 
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②吉野川（御所浄水場系統） 

環境基準の AAまたは A類型(※)の水質を満たしており、カビ臭以外は水道水源と

しては概ね良好な状態にあります。 

カビ臭については季節を問わず断続的に発生している状況です。 

 

（※）生活環境の保全に関する環境基準(河川)AAから E 類型まで定められており、AAは最もきれい

な水に区分されている。 

 

3.4.2 浄水の状況 

県営水道の水質は厚生労働省が定める水道水質基準を十分に満たしており、安定し

て高い安全性を確保できていると言えます。 

よりおいしい水の供給を目指して、おいしさに影響を及ぼすとされるカビ臭やカル

キ臭（塩素臭）の低減に向けた取り組みを実施しています。 

カルキ臭についてはその原因とされる残留塩素濃度を自動水質監視装置により監視

しており、浄水場で注入する塩素濃度を調整することにより残留塩素濃度の安定化に

努めています。 

室生ダムから取水した原水は有機物量が比較的多く、カビ臭物質の濃度も増加傾向

にあるため、粉末活性炭の注入や生物接触ろ過設備を通してできるだけカビ臭物質や

有機物を除去することにより、消毒副生成物やカビ臭物質の濃度低減に努めていま

す。しかし、近年の夏期におけるカビ臭物質濃度の上昇においては水源水質に対応し

た浄水処理の強化が必要になります。 

吉野川から取水した原水におけるカビ臭物質濃度の上昇が季節を問わず断続的に発

生しているため、カビ臭物質の濃度推移を日々確認し、下市取水場において注入する

粉末活性炭の量を調整することで効率的に低減対策を実施しています。また、平成 25

年度からは粉末活性炭の自動注入装置を導入し、注入精度の改善やコスト削減を実現

しました。 
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3.4.3 水質の管理 

①水質の自動監視 

水源の水質については原水に油やその他有害物質が混入した場合に備えて、油面検

知器や魚類水質監視装置により常時監視しています。 

浄水への影響は出ていませんが、取水地点付近における油の流出事故等による事故

件数は年間で数件程度発生しており、今後も、水質事故発生時には水道水の供給に影

響を及ぼさないように、迅速かつ的確な対応が必要になります。 

 

 

 

 

 

 

浄水の水質については、市町村へ水道水を供給する地点において自動水質監視装置

により水質監視を行っています。地震や工事の振動で送水管路内の水質異常（濁度の

上昇）が発生することがあり、今後も常時監視を行い、水質異常時には迅速かつ的確

な対応が必要になります。  

 

②水質検査体制 

水質管理センターでは桜井浄水場及び御所浄水場の水質検査を行っており、水道の

水質向上のために必要な検査項目を必要な頻度で着実に実施する体制の確立に努めて

います。 

 

③検査の信頼性 

県営水道では水質検査の一層の信頼性向上を目的として、公益社団法人日本水道協

会が策定した水道水質検査優良試験所規範（水道 GLP）に基づいた品質管理システム

を構築しています。このシステムは平成 19年 10月に同協会から認定を受けて以来、

認定を保持しています。今後も気候変動による水源水質の悪化に対応できるように、

精度の高い水質検査体制の継続が必要です。 

＜認定マーク＞         ＜認定証＞       JWWA-GLP029

水道ＧＬＰ認定

0

1

2

3

H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1

水源流域での水質事故発生件数（件数）
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3.5 経営の状況 

3.5.1 収益的収支の推移 

維持管理費の節減や高金利企業債の繰上償還による利息負担軽減等の取組とともに

県水転換による配水収益増の結果、近年では 10億円以上の当年度純利益が発生して

います。 

利益については県域水道ファシリティマネジメント推進積立金（※）に積み立て、

県水転換を含めた県域水道ファシリティマネジメント推進事業に充当しています。 

  
(※) 県域水道ファシリティマネジメント推進積立金： 

県営水道と市町村水道を一体と捉え、県域全体で水道資産を最適化する取組を推進するために積

み立てているもので、県域水道ファシリティマネジメント推進事業及び今後の県域水道一体化事

業の財源とするもの。 

 

  

3.5.2 資本的収支の推移 

建設改良事業については施設等の耐震化や老朽化対策を計画的に実施するととも

に、第 3次拡張計画（計画期間：平成 13年度～令和 2年度）に基づき着実に実施し

てきました。 

企業債償還については平成 19年度から平成 21年度の 3カ年で高金利企業債約 211

億円の繰上償還を行うとともに、平成 28年度からは新たな借入を行わず、将来の負

担軽減に努めています。 

また、内部留保資金については近年増加していますが、利益のほとんどを県域水道

ファシリティマネジメント推進積立金に積み立てており、今後の県域水道ファシリ

ティマネジメント推進事業や県域水道一体化事業に充当します。 

0

4,000

8,000

12,000

16,000

H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1

収益的収支の推移
収益的収入 収益的支出

百万円

H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1

収益的収入 11,913 11,698 11,097 10,893 10,758 9,537 10,660 10,616 10,927 10,923 11,677 11,321

収益的支出 10,768 9,816 10,603 8,770 8,868 8,539 9,595 9,436 9,263 9,023 9,633 8,782

収支差 1,145 1,882 494 2,123 1,890 998 1,065 1,180 1,664 1,900 2,044 2,539

(単位：百万円）
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3.5.3 組織及び職員の状況    

   令和 2年度においては総務課及び業務課で 28名、広域水道センター、桜井浄水

場、御所浄水場、水質管理センターで 49名の計 77名の職員体制（再任用職員 4名を

含む）で業務を実施しています。 

   

 

 

 

 

 

 

 

0

4,000

8,000

12,000

16,000

20,000

H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1

資本的収支の推移

資本的収入 資本的支出 内部留保資金百万円

H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1

資本的収入 12,931 9,416 1,538 3,107 2,851 1,184 583 642 858 754 1,825 722

資本的支出 19,658 17,486 9,753 10,136 10,008 7,416 6,290 5,748 7,191 5,034 6,532 5,900

内部留保資金 11,764 10,723 8,564 8,563 8,589 8,400 8,659 9,462 9,640 11,876 14,013 15,795

(単位：百万円）
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職員数の推移
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 【全国用水供給事業体との比較】 
     

指標 全国平均

算出式 R1 H30 H30

奈良県
指標説明

経常収支比率(%)

128.9 127.9 113.0

経常費用(営業費用＋営業外費用)に対する経常収益(営業収益＋

営業外収益)の割合であり、給水収益や一般会計からの繰入金等

の収益で、維持管理費や支払利息等の費用をどの程度賄えてい

るかを表す指標である。単年度の収支が黒字であることを示す

100%以上となっていることが必要である。

(経常収益/経常費用)×100

流動比率(%)

604.4 501.1 258.5

流動負債に対する流動資産の割合であり、短期的な債務に対す

る支払能力を表す指標である。1年以内に支払うべき債務に対

して支払うことができる現金等がある状況を示す100%以上であ

ることが必要である。(流動資産/流動負債)×100

企業債残高対

給水収益比率(%)

254.0 282.4 290.3

給水収益に対する企業債残高の割合であり、企業債残高の規模

を表す指標である。

(企業債現在高/給水収益)×100

料金回収率(%)

133.2 131.7 112.8

給水に係る費用が、どの程度給水収益で賄えているかを表した

指標であり、料金水準等を評価することが可能である。供給単

価と給水原価との関係を見るものであり、100%を下回っている

場合、給水に係る費用が給水収益以外の収入で賄われているこ

とを意味する。

(供給単価/給水原価)×100

給水原価(円/㎥)

89.9 91.4 73.9

有収水量1㎥当たりについて、どれだけの費用がかかっている

かを表す指標である。

{経常費用ー(受託工事費＋材料及

び不用品売却原価＋附帯事業費)ー

長期前受金戻入}/年間総有収水量

施設利用率(%)

52.6 52.0 61.8

一日配水能力に対する一日平均配水量の割合であり、施設の利

用状況や適正規模を判断する指標である。一般的には高い数値

であることが望まれる。水道事業の性質上、季節によって需要

に変動があり得るため、最大稼働率、負荷率を併せて判断する

ことにより、適切な施設規模を把握する必要がある。

(一日平均配水量/一日配水能力)

×100

有形固定資産

減価償却率(%)

66.2 65.2 55.8

有形固定資産のうち償却対象資産の減価償却がどの程度進んで

いるかを表す指標で、資産の老朽化度合を示している。一般的

に、数値が高いほど、法定耐用年数に近い資産が多いことを示

しており、将来の施設の更新等の必要性を推測することができ

る。

(有形固定資産減価償却累計額/

有形固定資産のうち償却対象

資産の帳簿原価)×100

平均年齢(歳)

44.5 46.0 46.0

職員の平均年齢を表す指標である。

職員延年齢/職員数
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第４章 今後の見通しと取組 
4.1 目指す方向性と施策 

県営水道では安全でおいしい水道水を安価で安定して供給することを基本理念とし

て、｢持続｣｢強靱｣｢安全｣を「目指す方向性」として掲げ、事業運営の基盤強化のため

のそれぞれの具体的な取組を定めています。安定・安心・安全の事業運営体制を継続

し、県域水道一体化の事業開始を目指します。 
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4.2 持続 

4.2.1 水需要の動向 

『新県域水道ビジョン』において、上水道エリア（※）の給水人口は平成 28年度

に比べ令和 28年には 26％減少し 963千人と推計しています。 

県営水道の受水 24市町村の給水人口も 939千人にまで減少し、これに伴い県営水

道の配水量も減少していくと見込んでおり、財源の確保及び投資の抑制が課題となり

ます。 

 

（※）上水道エリア：県営水道受水 24市町村に五條市、吉野町、大淀町、下市町を加えた 28市町村 

 

 

【主要施策①】事業運営の強化 

水道水の安定的な供給が将来にわたり持続できるように、効率的な事業運営を継続

していきます。 

そのため県域水道一体化が実現するまでは現行料金を継続し、利益を県域水道ファ

シリティマネジメント推進積立金に積み立て、県域水道一体化事業をはじめ更新投資

に必要な財源の確保に努めるとともに、新たな借入をせず将来の負担軽減に努めま

す。 

また、今後は次表の事業を実施し、県水転換を推進することで配水収益の確保に努

めます。県水転換済の市町村における関連整備が継続中の事業についても確実に実施

します。これにより市町村浄水場を廃止し、県域水道として維持管理費用や更新費用

を縮減します。また、現在１系統受水である市町村に対して新たに受水地を整備し、

別系統の送水によるバックアップ体制の強化を図ります。 
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【今後進めていくファシリティマネジメント事業の一覧】 

 市町村名 事業内容 
県水転換 

予定年度 

整備完了 

目標年度 

転換済 

三郷町 既設受水地の増設、ポンプ棟の整備 － 令和 6年度 

田原本町 既設受水地の直結配水施設の整備 － 令和 5年度 

王寺町 応急給水栓の整備 － 令和 3年度 

河合町 
既設受水地の直結配水施設の整備、 

新設受水地の整備 
－ 令和 3年度 

転換 

予定 

宇陀市 新設受水地の整備 令和 6年度 令和 5年度 

三宅町 直結配水施設の整備 令和 3年度 令和 3年度 

 

 

4.2.2 人材確保 

職員数は近年では大きな増減はないものの、建設時の 130名体制に比べると大幅に

減少しています。また、職員の年齢別構成においては 30歳代後半から 40歳までの中

堅職員が少なく、50歳代以上の職員が全体の 4割を超えており、年齢構成に偏りが生

じています。特に技術職員の高年齢化が進んでおり、今後、ベテラン技術職員の大量

退職による技術力の低下及び技術職員の減少が懸念されるため、職員及び技術力の確

保が課題となります。 

 

                               （令和 2年 4月 1日現在） 

 

【主要施策②】人材確保・技術継承の促進 

今後の設備・管路更新の事業量の増加に対応するため、適切な人員の確保及び適正

な人員配置に努めるとともに、県域水道一体化に向けて着実に進展できるよう体制強

化に努めます。事業量の増加による職員の不足には、官民連携の活用等により着実に

事業の進捗を図ります。 

管路更新事業において、令和 3年度からデザインビルド方式を試行し官民連携によ

る効果を検証します。 
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年齢
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３１～３５

３６～４０

４１～４５

４６～５０
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５６以上

職員の年齢構成（再任用職員を除く）

技術職員

事務職員

歳

人
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また、ベテラン技術職員の退職に対する組織としての技術力の確保・維持のため、

ベテラン技術職員の持つ高度な技術や専門知識の継承を行うことを目的に、専門技術

講習等を開催します。加えて明文化できる技術については、設計指針等を改訂するこ

とにより詳細な内容を示し、技術力の向上・継承を目指します。 

 

 

4.3 強靱 

4.3.1 施設の強靱化 

管路については、今後経年化した管路が発生し老朽化による漏水などが懸念される

ため、計画的な更新が課題となります。さらに南海トラフ巨大地震や奈良盆地東縁断

層帯など地震の発生確率が高く、多くの被害が想定されており既存の非耐震管の耐震

化が課題となります。 

設備については、計画的に修繕・更新を行っていますが、経年化設備の抑制が課題

になります。 

コンクリート構造物については、老朽化が進行してきているため、順次、修繕によ

り機能維持を図っていますが、今後も継続して計画的な修繕・更新が課題となります。 

 

      ・管路の更新等の整備費用には、新設管路の布設費用も含まれています。 

・コンクリート構造物等の修繕費は含まれていません。 

 

【主要施策③】各施設の計画的な耐震化・更新 

安全・安定的に水道水を送水するため、計画的な点検・修繕等により各施設（管

路・設備・コンクリート構造物）の機能維持を図るとともに、今後の更新においては

水需要の減少に伴うダウンサイジングや県域水道一体化などを見据えた適正規模の施

設に更新するため、定期的に計画を見直します。 

管路については更新に合わせた計画的な耐震化を行い、震災時においても可能な限

り送水を継続できるように水道施設の強靱化を図ります。 

設備については経年化率を 7%から 2%に低減させ、水道施設の健全化を図ります。 
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4.3.2 災害への対応 

近年、頻発している土砂災害については、被災を回避し水道水を安定的に供給する

ため、水道施設の減災対策が課題となります。 

また、大規模地震等の災害時にも継続して水道水を供給するため、災害時における

体制・対応の強化が課題になります。 

 

【主要施策④】水道施設の土砂災害対策 

特に重要な浄水場や調整池、ポンプ場といった水道施設が、指定されている土砂災

害特別警戒区域等に位置していることから、事前に土砂災害から施設を守るため、令

和 2年度に土砂災害防止対策基本計画を策定します。その基本計画に基づき、緊急度

の高い箇所から順次、設計・工事を行い、安定して水道水が供給できるように水道施

設の土砂災害対策を実施します。 

 

【主要施策⑤】危機管理体制の強化 

災害対応マニュアル及び事業継続計画（BCP）の実行性を高めるため実践的な訓練

として災害想定訓練や他の水道事業体との合同訓練などの実施により、訓練回数を増

やし結果を検証することで対応マニュアル類の精度向上を図り危機管理の強化に取り

組みます。 

被害発生時にも応急給水栓の設置地点で配水を行うとともに、市町村と連携して給

水車での運搬を併用することにより応急的に住民の方へ水道水を供給できるように、

訓練を実施し災害時の対応強化を図ります。 

また、応急給水栓の設置箇所を増やし給水機能の強化を図ります。 

さらに水道職員 OBの協力を得ることを目的として平成 19年度に奈良県水道局災害

時支援協力員制度を設け、年 1回の応急給水の研修を継続して実施しています。令和

元年度末で災害時支援協力員に 61名の登録をいただいており、今後も引き続き協力

の依頼を行い、災害時支援協力員の確保に努めていきます。 

         
  【訓練の様子①】 【訓練の様子②】 
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4.4 安全 

室生ダムにおいては、今後、気候変動による水環境の変化に伴い、カビ臭を産生す

る藍藻類の爆発的発生に対して浄水処理の強化が課題となります。 

吉野川においても、近年の水源水質の不安定化に伴い、より適切な浄水処理のため

の水質状況の把握が重要となってきており、水源水質に対応した浄水処理の強化及び

精度の高い水質検査体制の確保が課題となります。 

さらに、室生ダム、吉野川の水源における油流出事故や、送水管路内の水質異常

（濁度の上昇等）などの、水源水質事故・水質異常に対する的確な対応が課題となり

ます。 

 

【主要施策⑥】安全でよりおいしい水の供給 

室生ダムにおいては、近年、変化する水源水質に対して適正な浄水処理を行うた

め、より効果的な活性炭の注入について検討を行い、カビ臭物質濃度の更なる低減に

取り組み、安全でよりおいしい水の供給に努めます。 

水道水質検査の精度と信頼性を確保するため、外部認定基準である水道水質検査優

良試験所規範（水道 GLP）を平成 19年度に取得し、以降４年毎に認定を更新（令和元

年度に 3回目の更新認定）しており、次回の令和 5年度も認定を更新し、信頼性と技

術力について高い水準の維持に努めます。 

また、厚生労働省が毎年実施している水道水質検査精度管理のための統一資料調査

に参加し、分析精度の維持・向上を図ります。 

 

【主要施策⑦】統合的な水質管理の実施 

水源から市町村の給水地点までの、ダム・河川の水源水質、浄水場・ポンプ場・調

整池・市町村受水地等での浄水の水質を統合的に管理するために水安全計画を策定し

ています。この水安全計画に基づき水道システムに存在する危害を抽出・特定し、そ

れらを継続的に監視・制御することにより、安全な水の供給を確実に行うシステムづ

くりを目指して水質管理を実施しています。 

県営水道では給水開始以来、浄水場の適切な運転管理と定期的な水質検査等によっ

て清浄な水道水を供給していますが、水源での水質事故（油の流出等）や藻類由来に

よる異臭味（カビ臭）被害の発生、更には水道施設内での消毒副生成物の生成など、

様々なリスクが存在しています。 

このことから今後も引き続き水道水の安全性を確保し、かつ安定的に供給していく

ため、水源から市町村受水地に至る統合的な品質管理システムである水安全計画に基

づき水質管理を推進していきます。 

特に油の流出事故等における水質事故等に対して速やかに対応するため、水質事故

連絡体制を国や市町村との間で構築しており、事故時には水質汚染事故対応マニュア

ルに従って速やかに対応します。 
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水質事故等の対応状況については水安全計画の運用状況を検証する際に毎年度、妥

当性を検証し、更なる対応の向上に努めます。 

 

 

 

＜運用方法のイメージ＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Plan 

(水安全計画の作成） 

・情報収集の実施 

・危害分析の実施 

・管理措置表の作成 

・対応措置マニュアル作成 

・教育訓練の実施 

Do 

(水安全計画による水質管理の実施） 

・管理措置表による水質管理 

・対応措置マニュアルによる水質異常時の

対応 

・対応措置記録の作成と保管 

Check 

(水安全計画の検証） 

・妥当性の確認 

 →管理措置の技術的妥当性を確認 

・実施状況の検証 

 →水安全計画の運用状況を確認 

Action 

(水安全計画の見直しと改善） 

・水安全計画全体の総点検 

→危害分析や管理措置表等の変更 

  点を抽出 
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4.5 今後の事業目標 

目指す方向性ごとの取組の進捗を確認するため、以下の目標を定め取り組みます。 

 

目標指標一覧 

目指す 

方向性 
項  目 

現状 

（令和元年度末） 

目標 

（令和 6年度末） 

持続 

①-1 企業債残高対配水収益比率 2.5倍 2倍以内 

①-2 県水受水 100%の市町村数 13市町村 17市町村 

②-1 官民連携の活用 － 令和 3年度～実施 

②-2 技術継承にかかる 

専門技術講習等の開催 
年 3回 年 5回以上 

②-3 設計指針等の改訂 設計指針：平成 9年度策定 令和 3年度実施 

強靱 

③-1 各施設の更新計画の見直し 

管路：平成 27年度策定 

設備：平成 30年度策定 

ｺﾝｸﾘｰﾄ：平成 24年度策定 

令和 3年度～実施 

③-2 設備の経年化率の低減 7% 2%以下 

④ 土砂災害対策の実施 － 
令和 2年度計画策定 

令和 3年度～実施 

⑤-1 応急給水栓操作訓練及び 

事故対策訓練等の実施 
年 4回 年 6回 

⑤-2 応急給水栓の整備 58箇所  64箇所  

安全 

⑥-1 桜井浄水場における 

カビ臭物質濃度の更なる低減化 
－ 令和 2年度～実施 

⑥-2 水道 GLPの認定更新 

   （4年ごとに更新） 
平成 19年度初回認定 令和 5年度実施 

⑦ 水質事故等の対応状況の 

妥当性検証 
毎年度実施 毎年度実施 
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第５章 投資・財政計画 
                      

県域水道一体化による企業団の事業開始までの料金は現行料金を継続しますが、人

口減少に伴う水需要の減少により配水収益が減少すると見込んでいます。利益につい

ては今後の県域水道一体化に係る費用に充当するため、県域水道ファシリティマネジ

メント推進積立金に積み立てる予定です。 

また、水道施設の更新時期に入り建設改良費が増大する見込みですが、財源の確保

に努め不足分については内部留保資金で補填します。 

 

投資・財政計画 

 

（注）県域水道一体化に向けて市町村と検討中の事業認可及び料金・財務会計システム開発など、 

事業開始前に必要となる費用については見込んでいません。 
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第６章 進行管理 
 

経営戦略の着実な推進のため PDCAサイクル「計画の策定（Plan）-実施（Do）-検

証（Check）-見直し（Action）」の考え方を取り入れ、取組項目の目標について検

証・評価を行い、更なる経営の健全化に取り組みます。 

また本経営戦略は必要に応じて見直しを行う予定です。 

なお、見直しの際にはホームページ等により公表します。  
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第７章 県域水道一体化の実現に向けて 
 

『新県域水道ビジョン』でも示されているように、水道事業が抱える課題は多岐に

わたっており、各水道事業者が単独で対応するには限界があります。 

そのため、水道事業者同士が広域に連携し、県内の水道資源を効率的に活用する観

点から、水道事業の一体化を推進することで水道を取り巻く課題の解決を図ります。 

県域水道一体化の取組として、上水道エリアにおいて浄水場の統廃合や送配水施設

の効率化による施設の共同化、業務・システムの共同化、その他に県営水道を含めた

県内公的水質検査機関の一元化による業務の効率化など、広域連携方策の検討を進め

ています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

水道事業が抱える課題の解決に向けた取組 
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7.1 県域水道一体化の統合形態 

県域水道一体化の統合の形態は、事業統合を基本に協議検討を進めています。新し

い事業体は地方自治法上の一部事務組合で地方公営企業法上の企業団となります。現

在の用水供給事業、市町村水道事業及び奈良広域水質検査センター組合を一つにまと

めた水道事業体となり、一つの企業団として水道事業に関する意思決定や水道事業の

運営を行っていくこととなります。 

 

県域水道一体化による企業団イメージ 

   
 

 

 

 

 

 

   また、施設の共同化として、段階的に市町村浄水場を廃止し浄水場の集約を図ると

ともに、市町村域を超えた送配水施設・監視制御システムの最適化を実施していきま

す。 

浄水場の集約 

 

送配水施設の最適化 

 

  現在の上水道事業 

28市町村 

水道事業 

県営水道 

水道用水 

供給事業 

奈良広域水質検査センター組合 

水道用水 

県域水道一体化    
事業統合（企業団） 一体化 市町村 

水道事業 

用水 

供給事業 
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7.2 県域水道一体化の効果  

市町村浄水場の集約と送配水施設の最適化により投資額を削減することができま

す。また、一体化することにより国の交付金の対象となることから、最大限の交付金

の獲得に努めます。こうした投資抑制と交付金活用の効果額は令和 30年度までで 686

億円と試算しており、一体化に係る整備や老朽管路の更新を着実に進め、今後も安

全・安心な水道水を将来にわたって持続的に供給します。 

 

効果額（投資抑制効果と国交付金活用） 

 

さらに、令和 7年度から令和 30年度までの間において、県営水道及び各市町村の

単独経営のケースと事業統合のケースで財政収支予測を行った結果、事業統合により

全体の最適化を図ることで、現状維持の投資ベースで単独経営を続けるより、料金の

上昇を抑制することが可能となります。 

 

約 160億円超／年の投資ペースと現状維持（110億円）での給水原価・供給単価 

 

284 

277 

198 

244 

189 

238 

234 

199 

197 

160

180

200

220

240

260

280

300

H28 H30 R2 R4 R6 R8 R10 R12 R14 R16 R18 R20 R22 R24 R26 R28 R30

160億・供給単価（単独・加重平均）

160億・給水原価（単独・加重平均）

現状維持・供給単価（単独・加重平均）

現状維持・給水原価（単独・加重平均）

160億・供給単価（事業統合）

160億・給水原価（事業統合）

現状維持・供給単価（事業統合）

現状維持・給水原価（事業統合）

237 

 

110億 

統合 

160億 

単独 

110億 

単独 

 

160億

統合 
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7.3 県域水道一体化のスケジュール 

令和 2年度の覚書締結後、県営水道と市町村水道等による協議会を令和 3年度に設

置し事業統合に向けた協議検討を進め、令和 6年度までの企業団設置及び令和 7年度

までの企業団事業の開始を目指します。 

  

令和 2年度 ・覚書の締結 

令和 3年度～ ・（仮称）奈良県広域水道企業団設立準備協議会の設置 

令和 6年度まで ・企業団設立 

令和 7年度まで ・企業団事業の開始 
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参考 
『奈良県営水道“ぷらん 2019”』の目標達成状況と評価  

平成 22年度から水道事業ビジョンである『奈良県営水道“ぷらん 2019”』（計画期間：

平成 22年度～平成 31年度）に基づき、4つの取組観点、18の実現方策、47の目標を掲

げ、その達成に向けて取り組んできました。 

令和元年度末での達成率は、93.6％、目標値の約 9割が達成されていることから、『奈

良県営水道“ぷらん 2019”』は概ね計画通り実施することができました。 

なお、達成できていない項目については、今後も引き続き達成に向けて取り組むととも

に、達成できているが達成年度に継続としている項目についても、安全でおいしい水を今

後も供給できるよう引き続き取り組みます。 

目標毎の達成状況は、次表のとおりです。 

 

 

  ｢○｣は目標達成、｢△｣は概ね目標達成 
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｢○｣は目標達成、｢△｣は概ね目標達成 
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用語解説 

【あ】 ・一般会計出資金 

      地方公共団体の一般会計から地方公営企業への出資金をいう。出資金は、自

己資本金として整理される。 

 

    ・一般会計補助金 

      地方公共団体の一般会計から地方公営企業への補助金をいう。地方公営企業

は、経費の負担区分に基づき一般会計が負担するもののほか、独立採算制によ

りその経費は料金等の収入で賄うものであるが、例外として、災害の復旧その

他特別の理由により必要がある場合に、一般会計等から地方公営企業の特別会

計に補助が認められる。 

    

    ・応急給水 

      地震、渇水及び配水施設の事故などにより、水道による給水ができなくなっ

た場合に、被害状況に応じて拠点給水、運搬給水及び仮設給水などにより、飲

料水を給水すること。 

拠点給水は、断水地区に対してあらかじめ指定した浄水場、給水所などの水

道施設や地域の状況に応じて設置された耐震性貯水槽などの給水槽を基地とす

るもの。 

運搬給水は、給水車、給水タンク搭載車及びポリタンクにより飲料水を運搬

し、供給する。仮設給水は、応急復旧した水道管に仮設給水栓を設置して給水

する。  
【か】 ・カビ臭物質濃度       藻類（藻の総称）や細菌などの微生物が水中で作り出す物質のうち、水にカ

ビに似た臭いをつける物質の濃度のことである。ジェオスミン、２－MIBが代

表的なカビ臭物質で、水質基準として管理が義務付けられている。浄水処理で

除去する方法としては、緩速ろ過、生物接触ろ過、活性炭処理、オゾン処理が

ある。 

 

    ・簡易水道 

      計画給水人口が 5,000人以下である水道によって水を供給する水道事業をい

う（水道法３条３項）。施設が簡易ということではなく、計画給水人口の規模

が小さいものを簡易と規定したものである。 
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    ・官民連携（ＰＰＰ） 

      行政（Public）が行う各種行政サービスを、行政と民間（Private）が連携

（Partnership）し民間の持つ多種多様なノウハウ・技術を活用することによ

り、行政サービスの向上、財政資金の効率的使用や行政の業務効率化等を図ろ

うとする考え方や概念のことである。 

 

    ・企業債 

      地方公営企業が行う建設、改良等に要する資金に充てるために起こす地方債。 

 

    ・企業団 

      地方公営企業の経営に関する事務を共同処理する一部事務組合をいう。企業

団は地方自治法上の一部事務組合であり、地方公営企業法の全部適用を受ける

地方公営企業を経営するものである。 

 

    ・給水人口 

      給水区域内に居住し、水道により給水を受けている人口をいう。給水区域外

からの通勤者や観光客は給水人口に含まれない。 

 

    ・繰上償還 

      企業債の償還途上において、満期償還期日以前に借入金の全部または一部を

償還すること。 

 

・経常収支比率 

      公営企業における経常収支比率は、普通会計における経常収支比率とは定義

が異なる。公営企業においては、（経常収益／経常費用）×100（%）で求めら

れ、100％以上の場合は単年度黒字を、100％未満は単年度赤字を表すのに対

し、普通会計では財政構造の弾力性を測定する比率として使われ、 

（経常経費充当一般財源／経常一般財源総額）×100(%)で求められる。 

 

    ・減価償却費 

      固定資産の減価を費用として、その利用各年度に合理的かつ計画的に負担さ

せる会計上の処理または手続きを減価償却といい、この処理または手続きに

よって、特定の年度の費用とされた固定資産の減価額を減価償却費という。一

般的には、固定資産の価値の減耗についての費用を種々の方法により各年度に

適正に配分し、その損益に対応させて正しい損益計算を可能にするものである。 
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    ・建設改良費 

      資本的支出として４条予算に計上される、固定資産の新規取得またはその価

値の増加に要する経費で、経営規模の拡充を図るために要する諸施設の建設整

備などのためのものである。  
【さ】 ・残留塩素（濃度） 

      浄水場等で水道水に注入された塩素のうち、残留している消毒効果を持つ有

効な塩素のことである。また、その塩素濃度のことを指す。 

 

    ・支払利息 

      営業外費用の一つで、企業債、他会計からの借入金、一時借入金等について

支払う利息をいう。 

 

    ・資本的収支 

      収益的収入及び支出に属さない収入・支出のうち現金の収支を伴うもので、

主として建設改良及び企業債に関する収入及び支出である。資本的収入には企

業債、出資金、国庫補助金などを計上し、資本的支出には建設改良費、企業債

償還金などを計上する。 

 

    ・収益的収支 

      企業の経常的経営活動に伴って発生する収入とこれに対応する支出をいう。

収益的収入には給水サービスの提供の対価である料金などの給水収益のほか、

土地物件収益、受取利息などを計上し、収益的支出には給水サービスに必要な

人件費、物件費、支払利息などを計上する。発生主義に基づいて計上されるた

め、収益的支出には減価償却費などのように現金支出を伴わない費用も含まれ

る。 

 

    ・取水設備 

      河川やダム、地下水などの水源から、浄水場に送水するための導水管に引き

込むための施設である。 

     

    ・消毒副生成物 

      水道水の消毒に用いる塩素と水中の有機物とが反応し、生成された人体に有

害なトリハロメタンなどの有機塩素化合物のことである。このような消毒に

よって、生成する副生成物を消毒副生成物と呼ぶ。 
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    ・水道水質検査優良試験所規範（水道 GLP） 

Good Laboratory Practiceの略称であり、水道の水質検査を実施する機関

が、管理された体制の下で適正に検査を実施し、その検査結果の精度と信頼性

が十分に確立されているかを第三者機関（公益社団法人日本水道協会）が客観

的に判断、評価し認定する制度である。 

 

    ・水道用水供給事業 

      水道事業が一般に需要者に水を供給する事業であるのに対して、水道事業者

にその水道用水を供給する事業をいう。 

 

    ・生物接触ろ過 

      石炭のうち、最も炭化度の進んだ無煙炭（通称：アンスラサイト）等を敷き

詰め、微生物を繁殖させることにより、河川等でみられるような自然の浄化作

用を利用して水をきれいにする方法である。生物接触ろ過処理を導入すること

により、マンガンやアンモニア態窒素の除去、トリハロメタンやカビ臭物質の

低減が期待できる。  
【た】 ・ダウンサイジング       水需要の減少などに伴い、施設更新などの際に施設能力を縮小して施設規模

を適正化し、維持管理コストの削減を図ること。 

 

    ・長期前受金戻入 

      償却資産の取得等に充てるために交付された補助金等について、減価償却見

合い分を収益化すること。  
・調整池（またはサージタンク） 

安定的に水道水を送水するために、水道水を一時的に貯水するための施設で

ある。 

 

    ・デザインビルド方式 

      設計(Design)と施工(Build)を一括にして発注を行う設計・施工一括発注方

式のことであり、民間事業者がもつ新技術を生かした設計が可能になり、優れ

た品質の確保等が期待できる。 

       







再生紙を使用しています
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